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今、消費税10％にしたら 

 所得は下がっているのに、負担が

増える一方では、いよいよ私達の暮

らしは大変。低所得層ほど応える。

中小零細企業は、廃業、倒産が増え

ると予測されている。 

長引く不況、デフレ下で消費は冷

え込んだままなのに、負担を2倍に

したら、さらに消費は落ち込む。負

の連鎖がいっそう深刻に…。 

そのため、税収は減少し、ますま

す財政難に。 

将来に負担を残さないためというが 

 年金・医療など社会保障制度を維

持するために、消費税増税が必要と

理由づけしている。 
なのに、社会保障の中身は削減の

方向。自助、共助を強調して、国の

社会保障費（公助）を抑えるために。

これでは年金も医療も介護も不安

が増すばかり。 

大企業には法人税減税 ?! 

 庶民には増税の一方で、大企業に

は減税とは?! 驚き。 
 法人税が高くて企業が海外へ出 
て行くからか？答えはノー。大企 
 

業への優遇税制があり、決して高く

ない。海外進出の大きな理由は、「現

地の需要が旺盛で今後も需要が見込

める」から。 
富裕層にも優遇が 

 日本の税制は、富裕層にも減税が

繰り返され、所得が1億円を超える

と、税率が軽くなる。 
 大企業減税をやめ、富裕層への増

税によって、8～11 兆円の財源が生

まれる。 

国民世論は・・・ 

 どの世論調査でも、50～60％が消

費増税反対。直近の調査では、増税

賛成はわずか11％(産経25日付)。 

民・自・公の談合「３兄弟」 

民主党内の増税反対グループを説

得できない野田民主党は、かねてか

ら消費増税を狙っていた自民・公明

との密室談合で、自民党の案をほぼ

丸のみした。 

 結果、民主党の公約部分は、事実

上撤回させられ、低所得者対策など

もなし。おまけに、社会保障制度は

「自助」を基本に、縮減。 

議会制民主主義を破壊 

国会審議より談合「3 兄弟」の協

議を優先する暴挙は、政治退廃の極

み。一連の法案は、廃案しかない。 

増税したら･･･ 

廃案に!! 
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※イラストは「しんぶん赤旗」5月26日付より 
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日本共産党は、 
「財界の利益を優先する政

治を変える」 
「大企業には巨大な経済力

にふさわしい社会的責任を

求める」 
という姿勢をつらぬく政党

です。 
 だからこそ、消費税に頼ら

なくても、税収を増やし、財

政危機を打開して、日本を元

気にする道を打ち出すこと

ができます。 
 その道を示した「消費税大

増税ストップ！社会保障充

実、財政危機打開」の提言を

ぜひお読みください。 

 

これは「提言」のダイジェスト版です 

ぜひお読みください  
※イラストは「しんぶん赤旗」5月26日付より 


